
地域活性化・総合コンサルティング業務報告書の公表について 

 
１．はじめに 
当事務局では、地域ブロックごとに地方からの総合的な相談に応じる「ワン

ストップ拠点」としての役割を担っており、『地域活性化に関する相談』のとお

り、平成２２年度には２４３件の相談を各地域からいただきました。 
今回報告いたします「地域活性化・総合コンサルティング業務報告書」は、

平成２２年度に相談が寄せられた中で、内閣官房に登録された地域興しのスペ

シャリスト（地域活性化伝道師）及び地方連絡室員の現地派遣により対応され

た各地域の報告書となっております。 
平成２２年度は、当事務局により、地域活性化伝道師（延べ２１名）を全国

２３地域に複数回派遣し、地域の担い手育成やノウハウ蓄積を目指し、それぞ

れの取組現場で専門的な見地から指導・助言を行っていただきました。 

 
２．評価 
報告書を総括して見ると、地域の強みはあるがＰＲ方法、販売促進方法が分

からない、という相談が多く見受けられました。このような相談に対して、地

域活性化伝道師が現地視察・講演会・アドバイスを行い、意識の高い地域では、

それらのアドバイス等を参考に次の一歩を既に踏み出しており、積極的に地域

の活性化に取り組まれております。また、伝道師が仲介となって、新たな連携

が構築されるなど、当制度をうまく活用していただいている地域もありました。 
一方、成果が十分に見られない地域も見受けられました。何か起こさなけれ

ばいけないという意識は持っているものの、いざ行動に移すとなると慎重にな

る地域も少なくないようです。そういった地域については、今回伝道師からア

ドバイスいただいたことを具体化し、次の一歩を踏み出す段階で、再び伝道師

に相談していただくのも一つの方法ではないかと思います。 
当事務局では、「ワンストップ拠点」として地域の相談に応じており、熟度の

あるものについては伝道師の派遣を行っております。また、伝道師は、現在総

勢２７９名（１．地域産業・イノベーション・農商工連携９５名／２．農・林・

水産業２８名／３．観光・交流８３名／４．環境１２名／５．まちづくり１１

３名／６．地域コミュニティ・集落再生４０名／７．地域医療、福祉・介護、

教育１４名／８．地域交通・情報通信１２名 ※重複あり）が登録しており、

講演会やパネリスト等の派遣を、各団体から直接依頼することもできます。 
プロフィールにつきましては、当事務局ＨＰでご覧いただけますので、是非

ご活用ください。 

 



『地域活性化に関する相談』
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内閣官房地域活性化統合事務局では、平成２２年４月より全国８つの地域ブロックを基本とした体制で地域活性化
に関する総合的な相談に対し、省庁横断的・施策横断的に迅速・的確に対応する『ワンストップ拠点』として機能強化
を図り、対応を進めてまいりました。

平成２２年度の全相談件数は２４３件で、月別相談件数、ブロック別相談件数、主体別・分類別の相談件数は以下
の通りとなっております。

月別相談件数 各ブロック地方相談会開催

ブロック別相談件数

ブロック 件数

北海道 １１件

東北圏 ４８件

首都圏 ３５件

北陸圏・中部圏 ２５件

近畿圏 ３６件

中国圏 ３５件

四国圏 ２５件

九州圏・沖縄県 ２７件

その他 １件

主体別件数

主体分類 件数

自治体 １４１件

民間事業者 ４１件

ＮＰＯ法人 ２９件

協議会 ７件

個人 ９件

その他 １６件

相談分類別件数（法令別分類） ※１

相談分類 件数

構造改革特区 ３４件

総合特区 ※２ ３６件

地域再生 ２９件

中心市街地 １７件

相談分類別件数（テーマ別分類） ※１

相談分類 件数 相談分類 件数

医療・福祉 ８件 観光 ２９件

農林水産業 ２４件 交通 ６件

情報通信 ８件 環境 ６件

教育・文化・科学技術 ４件 雇用 ３件

地方行政 ７件 住宅・まちづくり １９件

産業・ｴﾈﾙｷﾞｰ ８件 その他 ６０件

※１ 相談分類は法令別、テーマ別の重複等があるため、
それぞれの合計は相談件数と異なる。また、集計を
開始した１０月以降の件数となっている。

※２ 総合特区に係る相談に関しては総括班にて別途管理。
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上記の２３地域に対し、以下の１８名（延べ２１名）（※地方連絡室員を除く）の地域活

性化伝道師を派遣した。※「所属」等は派遣時のもの。 

 

〈北海道ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

１ 篠原 靖 跡見学園女子大学 准教授 

２ 
中澤 さかな 道の駅／荻しーまーと 駅長／専務理事 

小田原 格 （株）籔半 代表取締役 

３ 曽根原 久司 NPO 法人えがおつなげて 代表理事 

４ 田渕 正人 びわ湖・近江路観光圏 近江屋ツアーセンター 所長 

５ － 地方連絡室員 － 

 

〈東北圏ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

６ 金丸 弘美 （有）万来社 
食総合プロデューサー/ 

食環境ジャーナリスト 

７ 藤村 望洋 早稲田エコステーション研究所 代表研究員 

８ 

９ 
金丸 弘美 （有）万来社 

食総合プロデューサー/ 

食環境ジャーナリスト 

 

〈首都圏ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

１０ － 地方連絡室員 － 

 

〈北陸圏・中部圏ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

１１ 白田 典子 （有）良品工房 代表取締役 

１２ 服部 敦 
中部大学中部高等学術研究所／ 

(株)フロンティア・プラネット 

教授／ 

代表取締役 

１３ 藤村 望洋 早稲田エコステーション研究所 代表研究員 

１４ 金丸 弘美 （有）万来社 
食総合プロデューサー/ 

食環境ジャーナリスト 

 

 

 

 



〈近畿圏ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

１５ 
中山 勝比古 (株)日間賀観光ホテル 代表取締役 

渡邉 賢一 一般社団法人元気ジャパン 代表理事 

１６ 
春日 隆司 北海道下川町 地域振興課長 

中洞 正 (株)山地酪農研究所 代表取締役所長 

１７ 齊藤 孝一 あいえす・町づくり塾 所長 

 

〈中国圏ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

１８ 渡邊 法子 京丹後市観光協会 事務局長 

１９ 北野 尚人 (株)中国博報堂 
執行役員 MD 統括担当 

兼マーケティング部長 

 

〈四国圏ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

２０ － 地方連絡室員 － 

２１ － 地方連絡室員 － 

 

〈九州圏・沖縄県ブロック〉 

No. 伝道師名 所属 役職 

２２ 藤田 勲 
神城文化の森藤田(株)／ 

一般財団法人神城文化の森藤田財団 

代表取締役社長／ 

藤田財団理事長 

２３ 後藤 健市 合同会社場所文化機構 代表 

 

※地域活性化伝道師の詳細なプロフィールは、当事務局ＨＰを参照のこと 

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/network.html） 



　観光客のリピーター獲得のための取組を推進する方向へ誘導するとともに、オフシーズンの島の観光のあり
かた等について検討を進めてもらう必要がある。

●平成２２年９月２７日　１６：００～
地域活性化伝道師派遣稚内市意見交換会（稚内市役所）
・何もしなくても地域そのものの魅力で観光客が来た時代があったと思うが、今はそれだけで観光振興を行う
ことは困難であることを指摘。地方自治体単独の取組も重要だが、宗谷地域全体で取組を進めるほうが成果
を上げる余地があること、観光における経済効果は24兆円であり、改めて観光における経済効果の大きさを
確認する必要がある旨を指摘。また、観光のマーケットは成熟している傾向にあるため、観光客獲得のために
は相当程度戦略を考えていく必要がある旨を指摘。

●平成２２年９月２７日　１９：００～
地域活性化伝道師派遣講演会（稚内フェリーターミナル）
・フェリーは生活航路でもあるとともに、観光の入り口であり、非常に印象に残るところ。
・大量に輸送するだけでは観光客の気持ちをつかむことはできない。情報社会の中で欲しい情報は手に入る
ようになっている。そういった意味で、観光客を満足させることは容易ではない。
・ハートランドフェリーの社員の方の気持ちが少しでも観光客をもてなすという方向へ移っていけば、そのサー
ビスを受ける観光客の印象も変わってくる。
・例えば、東京のハトバスでもサービス向上委員会をつくってサービスに向上を図った。その結果、現在のハト
バスがあると考えている。
・ハートランドフェリーにおいても少しずつ変わっていく意識をもってもらうとリピーター獲得に向けて良い方向
へ動いていくと思っている。

●平成２２年９月２８日（火）　９：１５～
地域活性化伝道師派遣礼文町意見交換会（礼文町役場）
・礼文島まで来るには海外並みに高い金額。経済状況が追い打ちをかけている。一方、リピーターは何度も来
るが、安く来ようとするため、ツアー客が高齢化する旨の問題意識があったところ。
利尻・礼文の観光客入込は９０万人から６０万人へ減少しているが、道全体としてはそのような急激な減少は
していないため、必要な取組が急務。また、入込数減に対する原因がわかっているなら対応を続けていくこと
が大事。そうしない限り観光旅客は右肩下がりになり続ける。昔のままの受け入れ態勢から地域を上げて変
わる必要がある旨指摘。また地域資源を見直し、観光客に提供できるようサービスへと昇華する重要性を指
摘。

●平成２２年９月２８日（火）　１７：００～
地域活性化伝道師派遣利尻町役場（利尻町役場）
・観光入込客は減少の一途。昔ながらの受け入れ態勢では対応できない状況。ただちに具体的な取組に着手
する必要がある。本日多様な方が集まっている中、これらのキーパーソンが連携することが重要であり、連動
した島全体の取組も進めていくことが重要。以前、地域おこしの手伝いを行った際に、実態を知らない人の
「外」の意見だと言われたことがあったが、地域の核となるような人材を一本釣りで協力してもらうよう説得し
た。その人が動き出し、そこから全体が動き出したということがある。観光だけ単独で動いてもダメ。島の根本
の業は漁業。漁業と観光は裏表という意識でいる必要がある。

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/111.pdf

【１】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●篠原伝道師からは、現在の相対的優位に甘えるのではなく、サービスの向上によりメッセージを発しリピー
ター獲得のための努力を絶え間なく行う必要があるとの助言があり、３市町において問題意識・今後の方向性
を共有できたと考えている。

稚内市、利尻町、礼文町
ハートランドフェリー

相談分類 相談主体

今
後
の
方
針

地域再生

●稚内市、礼文町、利尻町においては、必ずしも観光振興等の取組を進めなくても観光客が来るといった恵ま
れた状況が続いてきたため、サービスの向上、地域資源の磨き等の取組が必ずしも進んでこなかった状況が
ある。リピーター増加を意識した取組を、まだ他の観光地より恵まれている現在の段階で進めていく必要があ
る。

篠原　靖 ブロック名 北海道

相
談
内
容

　稚内と利尻島・礼文航路島を結ぶフェリー航路について、旅客数が７年連続で減少しているところであり、一
年を通じた活用（オフシーズンの活用）についての助言を期待するとともに、観光振興に関する助言を期待。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題



相談主体

　小樽市祝津地区は江戸期からニシン漁で繁栄を極めたが、当時の繁栄を伝える番屋等漁場建築が多数残さ
れており、これらを観光資源として積極的に活用する方法が模索されている。
　特に茨木家中出張番屋は、平成20年度国土交通省「建設業と地域の元気回復助成事業」により修復工事が
行われ、地域住民が利用する施設に生まれ変わった。
　今後、観光資源としての可能性を探るべく地域活性化伝道師から有効活用に係る助言をいただきたい。

派遣伝道師

●平成２２年１０月１３日～１４日
中澤伝道師講演
・番屋等漁場建築が集中して40ヶ所も残っている地域は日本でも数少なく、当時の生活の様子をうかがうことが
できる貴重な資産である。
・また、これらを観光資源として有効に活用したいという熱意を持った地域住民が少なくないことも貴重である。
・今後、この資産にどのようなコンテンツを仕込んでいくべきか、この点に知恵を絞ることが重要だ。
・検討に当たっては、常に客の立場に立ち、訪れた観光客が帰ったあとに周囲に自慢したくなるような仕込みが
重要と考える。また、市外に売り込む前に、地元の人が楽しめるような方法を考えることが基本である。
・市民が楽しむ施設が、ひいては観光客へのＰＲにつながるはず。
・地域の食材や地域で日常食べられている料理、家庭料理というのが、観光客にとっては貴重な体験につなが
る可能性が高い。

●平成２２年１２月３日
小川原伝道師講演
・寿司、オルゴール、運河といった従来型の小樽観光では今後生き残っていくことができない。
・祝津の番屋も歴史的建築物として保存し、観光客に見せるだけでは観光につながらない。
・地域の人が積極的に（茨木家中出張番屋を）活用していくことが重要である。
・番屋を中心とした体験型観光に可能性があるのではないか。（修学旅行生が番屋で当時の生活を体験できる
ようなイベントを展開すること等具体例を提示。）
・番屋建築が集中していることの希少性を地域でも認識することが重要。

ブロック名

●祝津地区は小樽市街から離れた場所にあり、交通アクセスに一定の課題があるものと思われる。
●祝津の番屋について必ずしも多くの小樽市民に認知されていない点も課題であると思われる。

【２】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●伝道師のアドバイスを基に、小樽祝津たなげ会（地域住民を主体とした民間組織）が中心となり、次年度以
降も修学旅行向けパッケージ等取組を進める。
●その他、小樽市民向け事業の開催、市外へのPR等を積極的に進める。

北海道小樽市
（茨木家中出張番屋）

相談分類

相
談
へ
の
対
応
内
容

地域再生

課
　
題

中澤　さかな
小川原　格

伝道師プロフィール
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/167.pdf（中澤　さかな）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/039.pdf（小川原　格）

北海道

今
後
の
方
針

　市外へのPRのほか、市民への周知についても、積極的な情報発信等検討が必要と思われる。
　地域住民組織と小樽市との一層の連携が不可欠であると思われる。

相
談
内
容



派遣伝道師

●平成２２年１２月１３日（月）～１５日（水）　１回目
　「日本初バイオビレッジよる自立活性化事業」の対象地域である一の橋地域の住民を対象とした講演会・意
見交換会
・意見交換中、一の橋地域のもてなし料理として、ジャガイモやカボチャを原料とした団子料理の試食を行っ
た。曽根原伝道師から「このような地域資源を活用し、付加価値を上げることが大切。今後も、地域の食材を
はじめとした地域資源を発掘し、活用していくことが必要。」と助言。
・山梨県北杜市の歴史や産業について、下川町と同じような地域であり、今後の事業推進の参考となったこと
から、今後も曽根原伝道師からのアドバイス等の希望があった。
※下川町は、この事業を成功させ、全町的に広めて行く予定とのことから、町民に対する講演や町職員を対
象とした意見交換の場を設けたいとの意向もあり、次回再度、伝道師を派遣することとした。

●平成２３年３月８日（火）～１０日（木）　２回目
町民、町職員を対象とした講演会・意見交換会
・下川町の基幹産業は、森林・林業、農業。今後、農商工連携・都市農山村交流による農村資源を活用した地
域活性化が課題。
・曽根原伝道師は、下川町が都市農村交流・農商工連携の農村資源活用を行うことにより、１０億円産業、１０
０～１５０人雇用のポテンシャルがあると試算。

【具体的なアドバイスの主な内容】
・農村資源活用のキーワードは、「足元の資源を見つめ直し、発掘すること。」、「都市住民のニーズを的確に
把握すること。」、「都市企業との連携」である。
・農産物の付加価値を上げることが必要。「目指せ反収１００万円」
・企業と仲間意識を持ってタイアップすることが必要。お互いの持続性を考えた時、価格の話にはならない。そ
ういった、パートナーを見つけること。
・国産小麦を原料としたパスタは、日本にはない。下川産ハルユタカを原料としたパスタに大いに可能性があ
る。

ブロック名

●地域資源を活用した農商工連携・都市農山村交流を行っていくには、地域の担い手となる人材の育成が必
要。
●都市企業等と連携を図るために、具体的な連携手法をパッケージ化し、提案することが必要。

【３】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●曽根原伝道師を下川町へ２回派遣したことにより、より地域の人とのつながりができ、今後も曽根原伝道師
をパイプ役として新たな農商工連携・都市農山村交流による地域活性化を目指すきっかけづくりとなった。
（今後、曽根原伝道師とつながりのある企業、団体と連携を模索）

北海道上川郡下川町相談分類 相談主体地域再生

課
　
題

曽根原　久司

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/131.pdf

北海道

今
後
の
方
針

　今後、下川町の具体的な取組の展開に期待するとともに、必要に応じて、継続的に相談を受けることとす
る。

相
談
内
容

　北海道下川町は、今年度、総務省の過疎地域等自立活性化推進交付金事業「日本初バイオビレッジよる自
立活性化事業」の採択を受け、高齢化による地域の活力が低下している約150人規模の集落を対象モデルと
して、再生可能エネルギー活用による「エネルギー自給」の集落形成と農林業の６次産業化による「生きがい・
死にがい」のある集落の再生をモデルとして目指しているところ。
　その集落再生実現のため、限界集落地域であった山梨県北杜市須玉町増富地域において耕作放棄地を活
用した農業生産や企業連携による地域活性化を図っている域活性化伝道師　ＮＰＯ法人えがおつなげて　代
表理事　曽根原　久司　氏を派遣していただき、今後の下川町が目指している取組について、アドバイスをお
願いしたい。

相
談
へ
の
対
応
内
容



派遣伝道師

●平成２３年２月１８日（金）１０：３０～１３：００
帯広市内および音更町内の観光拠点視察（帯広市馬の資料館および北海道立エコロジーパーク）
・日本で唯一のばんえい競馬の拠点における観光情報の発信拠点を視察。
・また、北海道エコロジーパークにおける冬期間の観光客誘致の取り組みを視察した。
・田渕伝道師からは、アトラクションを実際に体験した後、より顧客が楽しめる仕組みづくりについてアドバイス
があった。

●平成２３年２月１８日（金）１３：２０～：１５：１０
平成２２年度地域再生フォローアップ会議in十勝出席（十勝川温泉第一ホテル　コンベンションホール白鳥）
・北海道十勝地域における広域観光振興について意見交換を実施。
・道東道（札幌―帯広間）の開通に伴うストロー効果対策や広域観光振興について意見交換を実施。
・田渕伝道師からは、広域圏全般の情報発信の弱さを指摘されたほか、無形商品である旅行に関しては、商
品開発、人材育成、情報発信が重要とのアドバイスがあった。

●平成２３年３月１８日（金）１５：３０～１８：００
池田町内および帯広市内の観光拠点の視察（池田町立ワイン城および北の屋台）
・十勝地域において長い歴史を持つワイナリーの池田町ワイン城を視察。
・また、北方圏における屋台村の成功事例である「北の屋台」を視察。
・田渕伝道師と北海道職員等自治体関係者が十勝地域の食の魅力をどう発信するのかについて討論。

ブロック名

●どうすれば観光客を呼び込めるか、来たいと感じてもらえるような観光情報を発信できるか、楽しんでもらっ
てまた来たいと思ってもらえるか、また十勝県内の広域な関係者との連携をいかにして図っていくかが課題。

【４】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

北海道、帯広市周辺６市町村、
十勝観光連盟

相談分類 相談主体地域再生

課
　
題

田渕　正人

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/150.pdf

北海道

今
後
の
方
針

　平成２３年度も適宜フォローアップを行っていく。

相
談
内
容

　地域におけるニューツーリズム（着地型観光）を推進し、「交流人口」の増加に貢献されてきた経験や取組を
御教示いただくとともに、十勝地域における今後の交流人口拡大策に対するヒントをいただきたい。

相
談
へ
の
対
応
内
容



●１回のハード整備で終わってしまうのではなく、継続して実施していくことが重要。
●その際、維持費等が課題となるため、その点にも留意が必要。

なし（地方連絡室員派遣） ブロック名 北海道

今
後
の
方
針

・次年度以降の事業の進捗を把握。
・小樽市等近接自治体にも番屋等が存在するため、それらとの効果的な連携はできないか。

相
談
内
容

　厳しい財政状況の中で、町を挙げて財政再建に取組んできた。その中で町の持つニシン番屋の存廃を巡っ
て町民からの活動組織ができ、その番屋を観光資源として活かしていこうとの話になっており、町としても何と
か支援したいが方策はないか。

相
談
へ
の
対
応
内
容

●平成22年5月18日
積丹町長来訪
・相談内容を把握し、各省施策について情報提供。
・取組状況については、今後も報告をもらうこととしている。

●平成22年7月28日
積丹町長来訪
・MINTO機構の資金拠出事業（住民参加型まちづくりファンド支援業務）に応募する旨連絡を受ける。
・当該事業に採択されれば、事業の方向性が見えてくるとのこと。
【具体的な事業の内容】
・ハード事業の具体例
鰊番屋や石蔵といった歴史的建築物の保全・改修に係る取り組み、美国地区に多く残る古民家等を巡る遊歩
道や散策案内板の整備、新築する建物を漁村風景にとけ込む外観とし街並み景観づくりを推進する事業を想
定。また、島武意海岸や神威岬などの自然景観を目的に訪れる外国人観光客が近年増加しており、その利
便性向上のための多言語観光案内板の整備も想定。
・ソフト事業の具体例
地域でのコミュニティ活動や研修会・講演会開催に係る支援、特産品づくり等に係る調査研究事業、地域伝統
の継承活動といった事業を想定。
・今後も事業の進捗状況について情報交換を密にして協力する旨町長に伝えた。
※MINTO機構の事業については後日採択となった。

●平成22年12月3日
積丹町現地調査
・MINTO機構の資金拠出事業により町民団体の取り組み支援を次年度から行うことについて説明を受ける。
・整備予定箇所（旧ヤマシメ邸番屋や石蔵といった歴史的建築物群）を現地調査。
・今後の進捗についても情報提供を依頼した。

課
　
題

伝道師プロフィール

【５】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●総合コンサルティングにてMINTO機構の事業について情報提供を行った。
●MINTO機構の事業採択となり次年度から町が希望していた事業を実施可能となった。

北海道積丹町相談分類 相談主体地域再生

派遣伝道師



伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/061.pdf

【６】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●各事業者の取組に対し、他の取組者からの意見を踏まえた意見交換を実施するとともに、伝道師よりアドバ
イスを実施。

東北圏
「地方の元気再生事業」実施者　27者

相談分類 相談主体

今
後
の
方
針

相
談
内
容

【東北圏地域活性化研究会の開催】
　平成21年度に地方の元気再生事業を行った団体を対象に、（Ａ）地域ブランド化や販路開拓（道の駅・アンテ
ナショップ等の活用）、（Ｂ）着地型観光の事業化と物産販売との連携の２テーマに関し、①成功のノウハウ等
の分析、研究、共有を行うともに、②当該テーマに専門的に取り組んでいる地域活性化伝道師を招聘しての研
究会、及び、③地域活性化統合事務局並びに各省の施策の活用や、ボトルネックとなっている規制の緩和等
のための相談会を開催することで自立的継続展開を図ったもの。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題

●平成２２年６月１５日～１６日（仙台会場）　１９事業者
　平成２２年６月１８日（新潟会場）　８事業者
地域活性化研究会
・これから、地域のまちづくりにシフトして行く場合には、総合的な視点でもっていかないとうまくいかない。もの
づくり、ひとづくり、まちづくりがセットになったデザイン力が求められている。トータルで見ていかないと、人、客
を呼ぶことはできないし、こちらから発信することもできない。海外も視野に含めた商品力、ソフト力を総合的に
開発して、どういう方法で経済を作っていくのかが今後の展開。
・地方との情報格差という話があったが、情報はこちらから発信しないとやって来ない。発信のないところに情
報は来ない。
・マスコミは、具体的な情報のないものは一切載せない。どういう人が、なぜ、どこで作って、どういう栽培がさ
れて、どういう料理になって、どんな人たちが料理人で、どこで作っているのかアピールできれば、具体的な情
報となり、こだわっていることが明確にわかる。そういう形の情報提供という方法をしっかり身に付けて頂けれ
ば。
・また、一堂に会することによって情報の共有もできる。お互いに情報を取り合い、現地の情報交換をしなが
ら、より精度の高い、より経済性のある、より持続性のあるものを目指し、ソフト事業も上手く使いながら、将来
の地域を豊かなものにしていただきたい。
※別紙は金丸伝道師より助言

「情報通信」「環境」「雇用・医療・福祉」
「住宅・まちづくり」「観光・交通」「農林
水産業」「教育・文化・科学技術」「その

他」

●各取組の課題に応じ、継続的な総合コンサルティングや地域活性化伝道師の派遣を実施。
例）鶴岡市：地域活性化伝道師藤村望洋氏を派遣（Ｈ２３．１月～３月）
　黒石市：現地に赴き総合コンサルティングを実施（Ｈ２２．８月）の上、地域活性化伝道師を派遣（Ｈ２３．３月を
予定。震災の影響で延期中）

金丸　弘美 ブロック名 東北圏



地方の元気再生事業関係者等地域活性化研究会　伝導師助言概要

番号 県 事業名 実施団体名 伝道師 助言概要

仙台１ 宮城県 百姓塾による農業活性化プロジェクト 特定非営利活動法人　やくらい百姓塾
・商品開発する商品というものは、採算が合う商品として取り扱えるかしっかりと見ることが大切
・将来的に農家民泊やワーキングホリデーを加えることを考えてはどうか

仙台２ 宮城県
中山間地域元気再生の切り札！「丸森ブランディング・
ツーリズム」創出プロジェクト

丸森ブランディング・ツーリズム推進協議会
・ブランド化する場合、商品パッケージは重要であり、町のイメージ、雰囲気、訴求力を徹底的に議
論すべき
・地域にしかないもの、そこでしか買えないものを販売した方が町の特性も見え、売上げも伸びる

仙台３ 山形県
東北芸術工科大学との連携による地域と観光産業の活性
化プロジェクト

肘折温泉地域協議会

・生活習慣病や食育基本法に関心が集まっていることもあり、温泉地なので「健康」というテーマを
もっと前面に出し、健康をどう見せていくかという方向性で商品開発を行ってはどうか
・ロゴマークというものは、提案するライフスタイルをマークに込めているか、共通の目標・意思を
はっきり持てるかどうかといった、コンセプトをどう明確化するかが大事

仙台４ 福島県
『健康万歳！！田舎・暮らしの知恵袋と健康ミネラル野
菜・ＩＣＴの共鳴』

NPO西会津地域活動支援センター

・テキストを作り、背景をプログラム化していったほうがよい。食育の中で、健康をどうするか、どう
取り戻すかが課題であり、野菜を食べるとどう美しくなれるかのコンゼプト作りが重要。
・他の地域では、長寿の条件を４～５つ提示し、長寿の位置づけを行うなどの取り組みを行っている
ところまもあり、食べている野菜も違ったりする。比較調査などをしてみてもおもしろいと思う。

仙台５ 山形県 つるおか森のキャンパス元気プロジェクト つるおか森のキャンパス推進協議会
・運転手の賃金など、事業費について運営母体がどうペイしていくかが大事。
・将来的には複合的な取組みをしていくことが大事であり、自分たちの商品を出せる範囲で自分た
ちで出す、ということが大切。

仙台６ 山形県 「米どころ遊佐」元気再生プロジェクト 米食文化研究会

・試食会といったイベントも多くなっているため、差別化を図った方がよいと思う。
・ヨーロッパでは食育を国家戦略的にやっているが、日本では子供向けの組み立てが弱く、食とい
うものの成り立ちについて体で覚えていくというような、長期的な取組みをしていくことが重要。
・山形・新潟・秋田は米については首都圏で圧倒的な知名度があり、それを踏まえたうえで複合的
に取り組んでいくことが大事。

仙台７ 山形県
東北公益文科大学との連携による最上紅花の地域産業
創出プロジェクト

紅の花ふる里再生協議会
・どれくらいの収入になるかという値段をはっきりしたほうが、若い人が参画しやすいと思う。
・例えば、新聞の1 面に広告を掲載し、通販で大きく売り出すようなことも考えてみてはどうか。お金
が回るようになれば大きく広がると思う。また、通販についても検討してみてはどうか。

仙台８ 岩手県 奇跡の海「三陸」浜の町再生プロジェクト 「三陸の食卓おすそわけ」実行委員会

・地元では些細なことに思えることが資産価値を持っている。それをいかに広域的に広げていくこと
ができるかである。漁場でしっかり見せ、消費者への教育をすることが重要である。北海道の室蘭
市のエコツアーや根室の全日空と連携したバードウォッチングの取組み、大崎市など、生物多様
性、環境というコンセプトを加えてうまくいっている例もある。
・科学的な取り組みであるので、科学技術の振興財団などと連携を取ってみてはどうか。

仙台９ 新潟県
水に活かされる元気な地域づくり・人づくり－胎内川流域
圏　水のミュージアム創造－

胎内市

・例えば長崎や豊岡ではマップを販売している。予算もかかるため、行政の方向性を明確にして、
ある程度お金を得ることも必要であると思う。歴史的建造物を生かした総合的な観光行政が必要
だと思う。
・デマンドタクシーについてはＩＴを使う・使わない、いろいろな方法があり、それぞれの地域の特性
にあった使い方をするべきであろう。

仙台10 山形県
森・里・川・海をつなぐふるさと資源活力の再生モデルづく
り―農山漁村の連携協働によるツーリズムと産品開発の
相乗的活性化－

特定非営利活動法人里の自然文化共育研究所
・郷土料理を出すという試みはあちこちでやっているが、調味料（特に醤油）にはしっかりとこだわっ
てやってほしい。

仙台11 秋田県
男鹿半島「神の魚ハタハタ・地魚」復活プロジェクト～豊か
な水産資源を起爆剤とした複合的地域活性化～

男鹿半島まるごと博物館協議会

・イタリアでは、食についての歴史的背景も含めたテキストが、行政や企業が支援して作成されて
おり、そういったテキストがあれば、もっと画期的なものや面白いものができるのではないかと思う。
地域の食の支援はNPO と行政でやらなければいけない。テキストがあれば、海外の食の先進的地
域と対等に渡り合えると思う。
・イタリアのスローフード大学には食の図書館があるが、残念ながら日本の食の本というものが置
いてない。今、日本の食の文献コーナーを作ろうというプロジェクトが立ち上がっており、ぜひお手
伝いいただけたらと思う。

仙台12 山形県
薪文化再生！最上町サスティナブルタウンプロジェクト
～山の資源を生かした環境と経済と文化の持続可能な地
域づくり～

最上町サスティナブルタウン推進協議会

・木材の製材システムを相当精度の高いものとしないと規格外で使えないなどの問題が起きるの
で、それを理解させる教育が必要。まちづくりの中では一番大きい森林システムが必要
・最近の２０代、３０代には、昭和２０、３０年代に建築した家で薪で生活する、地元の材木で家等を
つくる等のニーズがあるので、それをつかむ試みをするとよい。また、長野県飯田市では中学生の
修学旅行生が自分で割った薪でわかした風呂に入るという経験が好評を得ている。農家民泊にお
いてそういう接点もあり得る

仙台13 山形県
アスリートヴィレッジと市民活動の融合による滞在型快適
温泉地環境プロジェクト

上山市温泉保養地まちづくり協議会

・コンセプトは明確で、これからの健康重視という流れとの関係もよい
・ウォーキングによる健康の面を明確にするとともに、地域への経済効果についても明確にして打
ち出すこと
・カロリー計算された料理開発もすばらしい。最上の食材を最上の健康のために美しく提供すると
いうコンセプトを明確に出して商品をＪＲに持って行けば、１泊２日３万円でも売れると思う

仙台14 岩手県
みちのくの街道 ・ 交流人口創出のための6次産業創造プ
ロジェクト

街道ツーリズムネットワーク
・旅行ガイド本の出版界には地方と一緒にガイドブックを作りたいという動きがある。このような出版
とツーリズム、宿泊施設や農家レストランが上手く連動することを目指して欲しい

仙台15 岩手県
遠野「語り部」1000人プロジェクト　～「語り」でにぎわう、ま
ちづくり～

遠野市中心市街地活性化協議会

・おもしろいプロジェクトで、将来性が相当ある。
・パンフレットも非常に良くできている。人を前面に出すようなレイアウトは行政のパンフではほとん
ど前例がなく、大胆でおもしろいコンセプト。全国的に優れたパンフの事例に匹敵するレベルである
・高齢者に目的を持たせることの意義について遠野から実証・発信して欲しい。ぜひ地域から、高
齢者が生き甲斐と経済的な基盤を持つことにより元気になれるということを実証していって欲しい。

仙台16 青森県 奥入瀬渓流エコツーリズムプロジェクト 奥入瀬渓流エコツーリズムプロジェクト実行委員会
・現代の重要キーワードの１つが「エコ」である。本事業もそれをテーマにしているものであり、「エ
コ」について徹底的に取り組んでいくことが一番よい成果が得られるだろう
・外国人の観光客が増加傾向にあるなら、ガイドブックも英語版などを作ることを検討してはどうか

仙台17 福島県 日本一の清流「荒川」によるまちおこし事業
特定非営利活動法人
土湯温泉観光まちづくり協議会

・土湯温泉の蒸気という地域資源があるのであれば、それを活かした野菜の蒸し料理や冬場のお
でん（コンニャク）などをＰＲすれば、地域性を活かせるのではないか
・地域の特産物を加工して擬似商品のような形で売り出すのではなく、地域の独自性をストレートに
売り出したほうがよい

仙台18 青森県
くろいし　みんなかだり　プロジェクト　こみせと温泉郷が奏
でる新しいハーモニー

黒石ものがたり紡ぐ協議会

・情報提供する時は、テーマを持つことが重要である。「黒石おいしい水めぐり」については「水」が
テーマであることが明確であり、情報として分かりやすい
・ご当地グルメは観光の入り口としてはよいと思う。しかし、それだけでは一過性のもので終わる。
出口戦略を考え、トータルでよいものを作っていく必要がある

仙台19 青森県 八戸・みんなで描く海とまちの物語プロジェクト 特定非営利活動法人ACTY

・近年、食育がブームになっているが、今の若い人には魚を食べるのは好きだがさばけないという
人が非常に多いので、魚に関する食育は潜在的な需要が多いと思われる
・地域資源を理解するための方法として、テキストを作ることを勧めている。例えば、魚については
地元でいつどんな魚が捕れるのかといった情報を一つのテキストにまとめ、それを行政・漁師・料
理人など魚に関わる人に知識を共有することが重要と考える



地方の元気再生事業関係者等地域活性化研究会　伝導師助言概要

番号 県 事業名 実施団体名 伝道師 助言概要

新潟１ 新潟県
地域資源と現有する社会資本（外国人力）を活かしたまち
づくり

NPO法人野外教育学修センター 魚沼伝習館

・地方と東京の情報格差に着目し、セミナー等を有料化して収入源にする仕組みはとてもよい。こ
れがビジネスモデルになり農商工連携の具体的な新しい形になれば興味深い
・魚種を特定せず値段だけ決めてワンパッケージで出荷する仕組みは、従来小魚や雑魚水等が安
値で買い叩かれてしまう問題を解消する画期的な方法といえる

新潟２ 新潟県 里山再生よりみち大学 特定非営利活動法人おぢや元気プロジェクト
・NPOにお金が入ってくる仕組みがないと事業を継続的に実施することができないため、事業計画
を作成し、事業を地域経済に結び付け利益を生み出すようにする必要がある

新潟３ 新潟県 中越まるごと防災グリーンツーリズムプロジェクト 社団法人中越防災安全推進機構
・公共性が非常に高い上に地域資源のメニュー化や集落の絞り方等のポイントがマニュアル化さ
れていて非常に素晴らしい
・今後は行政とともにソフト事業を作っていくような連携が望ましい

新潟４ 新潟県
PURE JAPAN　能と農の島・佐渡の“ムラ”をあなたの実家
にプロジェクト

（社）佐渡観光協会
・佐渡特有の文化資産、食文化を前面に打ち出し、都会の観光客が欲しているメニューの開発や
付加価値作りのため、徹底的にリサーチを行い、根本的なプランニングを行うべき

新潟５ 新潟県 絶滅危惧種「トゲソ」の保全と湧水の里１００年物語 五泉市湧水の里１００年物語推進協議会

・地域の資源保全への寄与等の付加価値を付けて商品を販売する活動では、活動プログラムの実
態や、実際どのように保全に寄与するかなどを具体化し、消費者側に見えるようにすることが重要
・ものの売り方には、商品を売るだけでなく、レストラン・滞在施設等への滞留、定住、テキスト・ソフ
トの販売といった方法もある
・雇用対策については、目指す方向の明確なビジョン、専門性を持った形での取組が必要

新潟６ 新潟県 積雪地域・風土の恵み「阿賀町雪椿プロジェクト」 阿賀町雪椿活用推進協議会
・化粧品分野と農産化分野の売り方は全く異なるものである。化粧品分野では広告、宣伝、販売、
デザインの戦略、投資が非常に重要
・地域が主導権を取れるようなタイアップの方法を戦略的に考えていく必要がある

新潟７ 新潟県
「国道345号・日本海パークライン」　の観光連携と沿線地
域活性化推進事業

みちづくりパートナーシップ「日本海パークライン」

・商品販売でも料理開発でも、自分たちの都合でではなく、客が何を欲しいのかを把握して勝負す
べき。全国の道の駅や直売所を見てきたが、余所の商品が多すぎ、地域性の特徴が出ているのが
非常に少ない。これは客からすれば非常に不満であり、そういった感覚を把握した上で商品開発を
すべき。
・旅館や民宿等の料理開発では、全店同じ会席料理とするのではなく、それぞれの個性を競って欲
しい。その中で、地域の旬の食材を活かした展開を。
・外国人の誘致は、イタリアのオステリア・ガイドくらい厳しいレベルで勝負をすることが大事

新潟８ 新潟県
目指せ！月岡温泉魅力度アップ↑アーティスト村づくりプ
ロジェクト

新発田市

・方向性が明確である。
・酪農は、えさ代が高騰し、乳価も安いため、複合形態（食農ファーム等）をとっていくことが必須
・温泉地での集客の大きな要は景観の維持。外国人客のニーズは、日本らしいところに行きたいと
いうのが圧倒的
・中心市街地の活性化で空き店舗対策を実施することが多いが、中心部は家賃が高く、若者は郊
外で店を持つケースが増えている。商店街が流行るためには、歩けて、もの作りがあって、家賃が
安いという３つの条件が揃っていて、魅力の方向性を明確にしておく必要がある



派遣伝道師

藤村伝道師を現地に3回派遣し、出羽商工会農業部会メンバーや地域の生産者に対して、以下のとおり助
言。

●平成２３年１月１８～１９日
庄内産食材の生産時期等について
・個々の小ロット生産者と、消費地の個々のレストランや販売者が、現在の市場大量物流を通じてだけではな
かなか商売としての連携が成り立たないであろう。こだわって生産する仲間とこだわって料理する仲間の繋が
りが大事である。
・「よい野菜がある」と情報を流しても市場でだぶついている状況では売れない。料理人が欲しい品物を欲しい
時期に出荷することができれば成功する。本当に必要とする食材であれば、規格外でも売れる。
・時期をずらした販売方法としてハウス栽培が一般的であるが、庄内地方には天然の温泉という強い味方が
ある。

●平成２３年２月１０～１１日
庄内産食材の流通事業について
・インターネットを使ったB to Bの販売システムを今後　県・市行政、出羽商工会、酒田市中通り商店街が力を
合わせて進める必要がある。
・システム立ち上げ後は、これを維持するためトレーサービリティによる信頼性を確保することが重要である。

●平成２３年３月１４日
販路拡大事業のための新会社設立案及び農業の担い手について
・大阪圏への食材の流通事業に関して、出羽商工会農業部会より新会社の設立も視野に入れて取り組みた
いとの強い意向が示され、「新会社の内容をどのようにするかの青写真をまず作成し、それをたたき台として
議論していくことが必要である」と助言。
・庄内地域の農業の担い手についても、旅館・民宿などの共同経営による活性化の仕組みである「リリーフ・
パートナー制度（仮称）」の考え方の導入も可能である。

ブロック名

●後継者が育つ、やりがいのある農業を目指す上での個人農業経営者とＪＡ（農協）との関係
●料理人が産地との関係を全てマネジメントすることは難しく、それを補完する「機能」が必要
●天然の熱を利用した食材づくりと商店街の空き店舗を活用した食材づくり

【７】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●現在、大阪圏で活躍されているシェフ（１名）にも鶴岡に同行してもらい、地元商工会、県、市と庄内産の食
材について意見交換を実施。
●平成２３年度、緊急雇用により、スタッフを採用（１名）し、庄内地域の産品の掘り起こしと、その食材を基に
大阪圏の蔵屋敷ネットワークの飲食店３５店舗を対象に試食会を開催する事業が山形県で予算化。

出羽商工会
（山形県鶴岡市）

相談分類 相談主体農林水産業

課
　
題

藤村　望洋

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/203.pdf

東北圏

今
後
の
方
針

以下の点についてのノウハウが不足しているとのことなので、地域からの要請があれば、コンサルティングや
伝道師の派遣を行う。
・温泉熱等、地の利を活かした農業生産と大阪圏への販売促進に係る事業展開の検討
・流通事業も視野に入れた新会社設立案に対する的確なアドバイス
・農業の担い手の「リリーフ・パートナー制度（仮称）」の導入検討

相
談
内
容

　出羽商工会農業部会メンバーや地域の生産者とともに、商店街ネットワークや料理人ネットワークを活用
し、大阪圏への庄内産食材を販路拡大するためのアドバイスがほしい

相
談
へ
の
対
応
内
容



●平成23年1月28～29日
金丸伝道師を現地に派遣し商店街活性化等について助言をおこなった。
・商店街活性化のポイントは、歩けること、（ちょっとした料理など）ものづくりがあること、家賃を安くすること、
車を入れないこと。家賃については、長いスパンで考え、郊外と比較して高くならないようにすることが重要。
山王商店街では、日常品が必要という消費者ニーズは把握しているので、テーマを決めて、料理も提供する
日中の実証実験を１週間、１か月と行ってみてはどうか。
・荘内銀行のふるさと創造基金による助成金（１件１０万円～４０万円で、合計３０件程度）があるのであれば、
料理や食材の加工の教室に使ってみてはどうか。
・地元の特色ある食材を使った加工や料理が重要で、それには、女性、特に若い女性のアイデアが重要。ま
ず、作って売ってみて、設備投資はその結果をみてからにすべき。かぼちゃ、里芋（岡山県奈義町）、リンゴ（横
手市）の料理といった成功事例あり。
・夏は、真空パックをしてから熱処理という方法によるとよい
・直売所の設置には農水省の補助金もあるが、直売所では日常品の販売が重要

「住宅・まちづくり」「農林水産業」

●活動の具体化にあたり、ノウハウや資金が不足。

金丸　弘美 ブロック名 東北圏

今
後
の
方
針

　上記成果に示される新しい構想の具体化に当たってのノウハウが不足しているとのことなので、要請があれ
ばコンサルティングや伝道師の派遣を行う。

相
談
内
容

　中心市街地活性化基本計画により、経済産業省の戦略補助金も活用して、空き店舗をテナントボックス、町
屋風に変えるなどしたが、食料品店が減少し、高齢者の買い物難民が増えている。住民アンケートを取ったと
ころ、食料品など日常品のニーズが高いことがわかった。そこで、産直カーで販売している野菜などの品物を
置く「山王マルシェ」という店を設置し、生産者と消費者の橋渡し役になろうとしているが、食と農についてはシ
ロウトであるため、ミスマッチが生じている。
　農産物をつくっているが、本当に売れるかわからない。冬の葉物野菜が少ない。夏の暑い時期の販売方法
を改善したい。すぐに食べられる品物がほしいという客のニーズに十分対応できていない。目新しい商品開発
ができていない。加工商品を売りたいが、経費の確保が困難。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/061.pdf

【８】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●将来的に、庄内の六次産業の要になれるような「場」として、新たな「食」と「農」に関する事業を開始する予
定
●中心市街地の活性化、買い物難民への利便性の供与、観光客への情報発信と特産物の紹介、高齢者など
が集える場の提供と、心身の健康管理、食育や在来作物などに関するイベントやセミナーの開催による情報
発信、地元基幹産業の出口づくり、地域や業種を超えた連携のための情報交換の場、新たな価値を創造する
インキュベーションの場などの役割と使命を持って運営してゆくことを目指す
●まず、現在協力してもらえる生産者、加工業者の品物を飲食と物販で消費者に提供できる店を作る

つるおか森のキャンパス推進協議会、
山王商店街（山形県鶴岡市）

相談分類 相談主体



相
談
へ
の
対
応
内
容

農林水産業

課
　
題

金丸　弘美

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/061.pdf

東北圏

今
後
の
方
針

　直売所の売り上げのためのノウハウはまだ不十分と考えられるので、要請があれば伝道師の派遣を検討す
る。

相
談
内
容

　平成２１年７月に試験的に開設した「海山直売所」で、有志の交代や一時アルバイトによる加工作業や販売
を行い、干物や、乾物、エコグッズ、飲み物等の販売を実施しているが、売り上げ額は平成２１年度約１３６万
円、平成２２年度は９月末約１５６万円にとどまっている。売店の売り上げも最近低迷しているので、売り上げ
を増加させるにはどうしたらよいか。

派遣伝道師

●平成２２年９月３０日～１０月１日
金丸伝道師を現地に派遣し、直売所の売り上げ増加等について、助言いただいた。

・直売所は、何をしたいのか明確にし、目標設定することが重要。売店も地のもの、手作り品が売れるはずで
あり、他地域からの仕入れ品は置かない方がよい。また、どれだけ売れるか考えることが必要。渡り鳥の調査
に来ている学生など若い人の意見を聞くことが必要。
・委託管理費用が加工品以外１０％で、加工品２０％ということであるが、全国的には１５％～２０％、スーパー
は３０％が平均であり、原価計算をして生産者の取り分を適切にすることが必要。また、売り上げは１億円ない
と苦しい。
・オリジナルＴシャツやバンダナを売っているというが、環境保護基金に還元するなどエコロジーとの関係を明
確にすることが重要。リユース食器を使って回収したら利用料を環境保護基金に入れるといった方法も考えら
れる。
・設備整備は売り上げの見込みが明確になってから行った方がよい。また、ＰＯＳシステムの導入は、売り上
げ１億円以上になってからにした方がよい。
・個々の商品の売り上げをチェックすることが必要で、３か月毎に売り上げを集計することや、消費者アンケー
トが必要。（干物が売れるのであれば、関連商品に広げられる。）
・ 料理の提供を考えてはどうか。例えば、コンテナ寿司で、雑魚を使った焼き魚やすし、アゴダシを入れたつみ
れ汁を出す。形の悪いじゃがいもは蒸し上げる。タケノコをラーメンのメンマに使うなど。フキを塩蔵したものを
すしに使う方法もある。
・　「安心安全」という表現を簡単に使うのではなく、提供のプロセスを明確にすること、「旬」ということのほか、
売るためのストーリを居酒屋など使う側と一緒に考えることが必要。例えば、２千円以上買うとバードウォチン
グ案内を無料にするといったことも考えられる。
・ 体験プログラムはメニュー化して、漁業、野鳥など何を学んでもらうか明確にすることが必要。
・ 農水省の直売所関係の人材養成事業があり、参加してはどうか。町村機構が直売所運営マニュアルを作成
していて３００円程度なので入手してはどうか。

ブロック名

●直売所の清潔感、統一性を持たせることを今後検討。売れ筋商品の分析、リピーターの分析、島内、島外
のお客様分析も今後充実させる。
●島の人の巻き込みはまだ不十分。

【９】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●伝道師の助言を踏まえ、具体的な取組として以下の活動を開始した。
・計画、目標を持つことを基本とし、21年度130万円売上、22年度200万円売り上げ達成を踏まえ、23年度400
万円を計画することとした。
・地の産物の有効活用に努め、地物の干物販売は徐々に評価を得ている。（アゴダシを昨年始めて好評だっ
た。全国雑煮大会で村上青年会議所青年部が粟島産アゴダシを使いＶ２を獲得し、地域連携の一助になっ
た。）
・アイデア、物語づくりを徐々に考え行動している。粟島の真竹を使った真竹ストラップ販売や、すぐに食べら
れる干物を焼いた真空パックを販売することとなった。
・農産物直売所経営強化講習会に参加し、交流、支援者を得た。他の地域の直売所との連携の糸口ができ
た。企業給食、学校給食の方に粟島産の食材を使ってみたいとオファーも出た。
・干物の品質向上に専門家の指導を受けるため、県の振興局などに調査依頼中。パッケージなども２３年度に
改善する予定

新潟県岩船郡粟島浦村相談分類 相談主体



課
　
題

なし（地方連絡室員派遣）

伝道師プロフィール

首都圏

今
後
の
方
針

　地元関係者による検討の熟度、動向等を踏まえて、必要に応じた支援を引き続き行っていく。

相
談
内
容

　当地区では、近年、映画館が廃館されるなど、かつての賑わいに陰りが見えており、当地域の特性を活かし
た新たな集客力向上策を見出していくことが課題となっている。

相
談
へ
の
対
応
内
容

●平成２２年５月２６日
地域活性化を図る新たな方策の検討に際し、地域限定の規制緩和を行う構造改革特区制度の活用等につい
て勉強したい旨相談をいただいた。本相談に対して、特区提案に係る手続き等について説明するとともに、他
地区における繁華街での地域活性化に向けた取組について紹介した。
●平成２２年７月１４日
地元関係者にて検討を深めるため勉強会
・地域活性化統合事務局担当職員が講師として招かれ、地域活性化方策及び構造改革特区制度について説
明、助言等を行った。

ブロック名

●繁華街における地域活性化への取組に際しては、事業者、TMO、行政等、関係者の連携が不可欠であるこ
とから、各関係者間で取組に対する合意形成が課題となる。

【１０】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●当地区の活性化に向けた方策検討の一助として、構造改革特区制度等の活用可能性について一定の理
解を深めていただいた。

歌舞伎町商店街振興組合
（東京都新宿区）

相談分類 相談主体繁華街における地域活性化

派遣伝道師



●平成２３年２月２８日
１３：００～１４：００　神岡鉱山視察
・年中、気温・湿度が一定である鉱山内でわさびの実証実験を行っている。
・この環境下で成果を上げ、年中出荷できる特産品を作ることについて、意見交換。

１４：００～１６：００　意見交換及び相談
・売れ行きの良い地域の商品は、機械による大量生産品ではなく、人の手で作られた数に限りのある商品であ
る。また、消費者が使っている(調理している)場面を考えて、形を変えるだけで売れ行きが変わるので、デザイ
ナーと組んで、商品を作ってみてはどうか。
・神岡は、他にはマネできない地域資源(谷、おいしい水、鉱山)があり、最先端の研究施設(スーパーカミオカン
デ)もあるので、街のコンセプトを作ってはどうか。それにより、鉱山坑内で熟成したワインやチーズは、ブランド
を付して売ることができる。
・地域を知ってから、また、地域に来てから商品を知ってもらうのではなく、商品を知ってもらってから、地域を
知ってもらい、観光に来てもらう。そして現地に足を運ばなければ入手できない商品があれば観光客も増え
る。

観光・交通

●商品のコンセプトがないと、いくらおいしい商品を作っても、どこにでもある商品に埋もれてしまうことに気を
付けるよう、意見があった。

白田　典子 ブロック名 北陸圏・中部圏

今
後
の
方
針

白田伝道師のアドバイスを基に、商品開発等をしていくこととなった。

相
談
内
容

【地域活性化伝道師派遣を行い、商品開発及び販路開拓について】
　開発している商品は、有名なシェフに試食してもらい、同種の人気商品と同等の味であると評価されたが、い
かにして販路開拓し、全国展開していけばよいか。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/179.pdf

【１１】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●今後の方向性については示された。
(他にはマネのできない地形・おいしい水など、神岡の地域資源を最大限生かして、展開していく)

ＨＩＰ有限会社
(岐阜県飛騨市)

相談分類 相談主体



相
談
へ
の
対
応
内
容

情報通信

課
　
題

服部　敦

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/183.pdf

北陸圏・中部圏

今
後
の
方
針

　今回の相談会（コンサルティング）での意見交換・服部伝道師からのアドバイスを受けて、取組の再構築を図
る意向を示しているため、その結果を見守る。その後、相談者からの相談があれば適切に対応する。

相
談
内
容

　木曽川流域（上下流域：長野・岐阜・愛知・三重県）における広域交流による地域活性化の促進をインター
ネット市民放送局とアンテナショップを軸に構築したいが、こうした広域交流の組み立て方、特に自治体参画
の図り方、資金確保の方策（特に、各種助成金の紹介）等について、アドバイスを求められている。広域事業
のため、なかなか手がかりが見つけられずにいる。

派遣伝道師

●平成２３年３月８日（火）１５：００～１７：００
有識者を交えた相談会（会場：名古屋都市センター ミーティングルーム）
【出席者（地域活性化統合事務局・中部地方整備局同席）】
 ・服部敦（中部大学教授）（地域活性化伝道師）
 ・羽根田英樹（（財）名古屋都市センター上席調査研究統括監）
 ・鈴木宏文（（財）名古屋都市センター調査課研究主査）
 ・秀島栄三（名古屋工業大学大学院工学研究科准教授）
 ・安藤明夫（中日新聞編集委員）
 ・花崎秀紀（信濃毎日名古屋支社長）
 ・山吉健太郎（朝日新聞記者）
 ・名古屋市上下水道局経営企画課　筧正人様
 ・坂好治（ＮＨＫ名古屋ビデオサークル幹事）
 ・加藤篤次（スターキャットケーブルネットワーク社長）
 ・花岡裕一（スターキャットケーブルネットワーク制作部長）
 ・大西光夫（ボランタリーネイバーズ理事長）

【服部伝道師より】
・流域市民放送局は、コンテンツの双方向（動画投稿も取り入れる）を試みる。
・アンテナショップは、場所と目的が適切であったのかを検証する必要がある。
・ネットショップは、（楽天などの）既存ネットショップを利用し、質担保に特化した方が良い。
・法改正により、過疎債でソフト事業もできるようになったので、活用を検討する。

ブロック名

●取組を持続的なものとするためには、マス（都会：特に東京）への情報発信が必須。
●地域間の情報共有と地域発信は、アプローチの方法が異なるため、同時に目指すことが難しい。（両方大
事だが、取組の順序を立てることが必要。）
●ネットというバーチャルな世界で地域というリアルなものを扱うには、リアリティ（地域ブランド）を明確に示す
必要がある。

【１２】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

【相談者より】
●流域市民放送局とアンテナショップとの連携を重視しすぎて、それぞれの目的を明確にできていなかった。
●流域市民放送局の目的が、地域間の情報共有なのか地域への発信なのか。両方大事だが、それぞれの
目的を達成するための戦略が明確でなかった。
●アンテナショップのターゲットとする人が明確でなかった。
●市民放送局構築に関して、「映像情報の集積について、ＹＯＵＴＵＢＵなどにおける既存の仕組みを活用し
て、情報集めをしてはどうか」との服部氏の指摘があった。この指摘は、「すべてを自分たちで構築しよう」とし
ていた姿勢に対して、大きな教訓、示唆となった。ここから、発想を大胆に変えて、事業構築にアプローチした
いと考えている。

ＮＰＯ法人ボランタリーネイバーズ
（愛知県名古屋市）

相談分類 相談主体



伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/203.pdf

【１３】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

相談分類 観光・交通 相談主体
東紀州観光まちづくり公社

（三重県熊野市）

派遣伝道師

今
後
の
方
針

　相談者が、藤村伝道師のアドバイスを踏まえて、今後の進め方を検討。

相
談
内
容

　東紀州地域には、美味しいご当地グルメがあると認識しているが、全国的には十分に知られていない。東紀
州地域への観光客を増やし、観光振興を図るべく、食の提供を通して来訪者に「東紀州に来てよかった、又来
たいね」と感じてもらいリピーターを増やすため、東紀州のご当地グルメ・B級グルメを発掘し、全国に情報発
信していくためにご指導をお願いしたい。

相
談
へ
の
対
応
内
容

ブロック名

成
　
果

●平成23年３月８日
熊野市到着後、紀宝町の地域物産販売所を訪問し、めはり寿司、さんま寿司、さんまの丸干し、みかん等の
かんきつ類等の調査。また、熊野市の宿泊所にて、キジ、熊野地鶏など現地食材を使った料理に触れ、食素
材、調理方法等について意見交換。
●平成23年３月９日、8:30～9:00
宿泊所の調理責任者を含むスタッフと意見交換。
・前日に提供された料理に対して客の立場での印象を踏まえて、季節感のある食材の説明等を通じ、お客様
にその土地の素材の良さを知ってもらうことが重要であることなど、料理提供の仕方、お客さまとのコミュニ
ケーションの取り方について、アドバイスを行う。
●同日9:05～10:00
紀和町ふるさと公社にて、現地食材を使った加工品（地鶏を使った焼き鳥、ソーセージ）、魚醤（さんま）、新姫
という種のかんきつ類を使った加工品について説明を受け、意見交換。地鶏や魚醤などについて、他都市の
レストラン等へ小ロットで販売する方法など、アドバイスを行う。
●同日10:30～11:30
御浜柑橘（かんきつ類の加工所）を訪問し、意見交換。
●同日13:00～16:00
東紀州観光まちづくり公社にて、行政、民間等参加者に対して、前日以降に見聞してきた地元食材に対する
印象を踏まえて、観光客を惹きつけ、リピーターを増やすための方向性についてアイデアを示す。（熊野という
ブランドは「超A級」のブランドとして全国に知れ渡っており、三重県や東紀州といった地域ではなく、行政の区
切りをなくし、「熊野」全体で売り出していくのはどうか。そのためには、地元の皆さんが地元をよく知る必要が
ある、といったアドバイス）

藤村　望洋

●「熊野」という世界遺産の名前にもあるようなブランドを念頭に、ご当地グルメも含めて発信していくという、
今後の方向性の一つについては示された。（どの食材、どの料理かということは、これから具体的に戦略を考
えていく必要がある。）

北陸圏・中部圏

課
　
題

●これから新たなグルメを作り出すようなことでは、これまでの事例からも失敗が多い。現時点でも、地域の人
たちは認識していないが、2日間、食したものの中にも良いものはあるので、それを活かしていけばよいのでは
ないか、との意見が出された。



●平成２３年３月１１日　１１：３０
立山町芦峅寺のレストラン丸重にて、地元郷土料理「つぼ煮」「やきつけ」などを食事。
●同１２：３０
芦峅雄山神社視察。
・神主・佐伯睦麿氏より立山信仰及の歴史等について説明をうけた後、歴史文化の観光産業への活かし方に
ついて意見交換。
●同１４：３０
農事組合法人たてやま営農組合の取り組みについて視察および意見交換。
・果樹の製品加工、販売方法の工夫について助言。
●同１５：４５
農業組合法人食彩工房たてやまにて、地元の伝統食品作りを視察。
●同１８：００
立山町ホールにて金丸氏による講演会を実施。
・地域資源を売り出す考え方や手法について講義と、地元農産品を利用した地域活性化の取り組み事例（岡
山県奈義町他）等を紹介。
●平成２３年３月１２日　９：００
越中瀬戸焼の工房を視察。
・地元農産品と地元伝統工芸品を組み合わせた食の提供、立山町の景観条例活用の必要性等について助
言。
・他、立山牛の肥育現場、立山自然ふれあい館を視察。

農林水産業

●農村部である立山町が富山県内でどのような位置づけで活性化を図るべきなのか、また活性化につなげら
れる魅力ある地場の資源として何があるのか、自治体自身の自己分析が重要。
●また、地元住民の意識を醸成し、自分たちの強みを理解し、その強みを活かした取り組みが自律的に回っ
ていくための仕組み作りと、地元の方々を巻き込んでの取り組みが重要。

金丸　弘美 ブロック名 北陸圏・中部圏

今
後
の
方
針

今後も町の要望に応じて伝道師派遣などの支援を引き続き行う。

相
談
内
容

　立山町では、農産物等の地域食材を使った特産品を開発し、「立山ブランド」として首都圏をはじめとした大
都市圏や年間100万人が訪れる立山黒部アルペンルートで販売することによって、交流人口の拡大及び地域
経済の活性化を図りたいと考えている。
　平成23年度より、そのための体制作りを官民一体で進めることとしているが、まずは地域ブランドとは何か、
どのように構築すべきか、どのような効果が期待できるか等を、町行政や関連団体の職員が認識し、立山ブラ
ンド構築の土台となる関係者の意識醸成を図りたい。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/061.pdf

【１４】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●地元農産品を活かした活性化の方向性として、地元農産品の加工による工夫や、地元の主婦等を巻き込
んだ地域全体での取り組みの具体例の提示などをおこなうことにより、地元の意識醸成を進めるための第一
歩とすることができた。

富山県立山町相談分類 相談主体



課
　
題

【１５】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●島全体をあげて8月7・8日の「うなぎ祭り」を実施することとなり、沖島住民の主導で準備が進められた。ま
た、島の外に住んでいる出身者が帰省し、うなぎ祭り運営に協力した。
●目標として「後継者育成」が明確になり、それに向けた「うなぎ祭り」開催への意識が高まった。
●祭り本番では約1,700名が沖島を訪問、予想を上回る1,200食が完売するなど大盛況を収めた。
●祭り以後は、知名度が上がり、沖島への観光客が月平均十数％増加し、半年間でＨＰの総アクセス数がこ
れまでの200倍以上となっている。
●琵琶湖のうなぎの付加価値が増加した。
●「息子に店を継がせることが出来るかもしれない」と声があがるようになった。
●沖島住民が改めて琵琶湖と沖島の価値を知ることが出来た。

株式会社　日吉
（滋賀県近江八幡市）

相談分類

相
談
へ
の
対
応
内
容

地域再生

中山　勝比古
渡邉　賢一

相談主体

　沖島（滋賀県近江八幡市）は、漁業が中心であるにもかかわらず、琵琶湖の水質悪化・外来魚問題による漁
獲量の激減、島人口の大幅な減少と高齢化に直面している。高齢化を打開するために、後継者育成を行う必
要がある。しかし、その為には沖島に産業を構築し、「働く場所があり生活できる沖島」を構築する必要があ
る。
　まずは、来島者の増加及びリピーターの育成を行い、島の総収入を増やすための活動を行う。
　この一環として、7・8月頃に「うなぎ祭り」を行おうと考えている。その打合せに同席し、助言を頂きたい。

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/275.pdf（渡邉　賢一）

近畿圏

今
後
の
方
針

　アンケートの結果を踏まえた2回目のうなぎ祭りの準備や今後の島の活性化について、必要に応じて引き続
き支援を行う。

相
談
内
容

派遣伝道師

●平成22年5月15～16日
中山伝道師とともに沖島現地での打合せに参加。
・祭りの目標を、「一過性のイベントでなく、地場産業を活性化させ、島から出た若い者が帰ってくる島にするた
めの一歩とする」ことについて、関係者で認識を共有することができた。また、祭りの開催に当たって、作業分
担を決定した。
・地域産業の構築、離島振興、観光、ＰＲの面から助言等を行った。
●平成22年5月28～29日
中山伝道師、渡邉伝道師とともに沖島現地での打合せに参加。
・運営組織の作成方法と計画案の作成についての指導を行った。
・将来の目標としての「漁家レストラン」を開店するために、「うなぎ祭り」でアンケートをとり来島者のニーズ等
を調査することとした。
・「うなぎ祭り」のＰＲについて説明するとともに、渡邉伝道師にチラシのデザインを依頼することになった。
●平成22年8月6日
「うなぎ祭り」プレイベントに参加。
・7・8日の「うなぎ祭り」本番前の準備状況を確認した。中山伝道師、渡邉伝道師も同席し、祭りをきっかけにし
た今後の沖島の活性化について、助言等を行った。

ブロック名

●近江八幡駅から港までの交通はもともと不便であるが、祭り本番の来島者が予想を超えたため混雑が発生
した。沖島までの移動手段の確保が今後の課題。
●引き続きお客様を確保する手段。
●沖島の観光資源の洗い出しと整備。
●来島者の受入対応のマニュアル整備。
●ＰＲ資料などの整備



●今回の講演会に参加いただいた地方公共団体や森林組合、民間団体等において、今後の奈良県（を含め
た近畿圏）の森林の潜在資源を有効活用するための新たな視点がもっていただくための一助となったかと思
う。

伝道師プロフィール
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/051.pdf（春日　隆司）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/173.pdf（中洞　正）

春日　隆司
中洞　正

ブロック名 近畿圏

●カーボン・オフセット手法の活用については、森林放置が進んでいる奈良県内において、非常に有用な話で
あるように思えたが、認証制度やクレジット発行等の手続きについて、かなり複雑で煩雑な仕組みのように見
受けられた。
●山地での酪農活用については、現在の牛乳流通のシステム自体に課題があるため、なかなか難しいかと
思われるが、酪農業者と森林所有者とのマッチングが課題になってくるかと思われる。

派遣伝道師

今
後
の
方
針

　今後は、今回の講演会に興味を示された地方公共団体や森林組合、民間団体等の個別団体について、伝
道師とのマッチアップ等必要な調整を行う。

相
談
内
容

【１６】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

講演会
（奈良県）

相談分類 相談主体森林資源の多面的活用について

課
　
題

　奈良県は、その面積の約７７％が森林であり、日本全体の平均約６６％を上回るものの、膨大な量の木質バ
イオマス資源が未利用の状態にあるなど、潜在的な資源を十分に活かせていない状況になる。
　そのため、両伝道師には、それぞれの経験を講演会という形式で紹介してもらうことにより、奈良県（含めた
近畿圏）の森林活用の新たな可能性が期待される。

相
談
へ
の
対
応
内
容

●平成２２年７月２８日（木）１３：３０～１６：００
奈良県橿原市にあるかしはら万葉ホールにて、両伝道師による講演会を実施。
・春日隆司伝道師（下川町　地域振興課　課長）からは、「カーボン・オフセット手法を活用した森林（もり）づく
り」ということで、下川町における循環型森林経営（伐採→植林→育林を繰り返す）が安定的な森林整備と雇
用確保されてきた歴史的経緯、近年の、カーボン・オフセットを活用した新たな森林経営・森林活用の可能性
について、講演いただいた。
・中洞正伝道師（（株）山地酪農研究所　所長）からは、「未来を拓く山地（やまち）酪農」ということで、森林の新
たな活用法としての酪農について、山地酪農で牛を育てることにより、健康な牛の美味しく安全な牛乳を作る
ことができるだけでなく、山林の野シバを乾草を活用することでの荒廃した森林の再生・維持にも資することに
ついて、講演いただいた。

成
　
果



成
　
果

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/095.pdf

今
後
の
方
針

　今回の齊藤伝道師の助言を基に、依頼者自身で進むべき方向性を検討する。その結論を受け、京都府とも
連絡を取りながら、必要に応じて具体的な助言を継続する。

相
談
内
容

派遣伝道師

課
　
題

●開発した商品には自信を持っているものの、これまでの失敗経験と資金不足から、次への挑戦に躊躇して
いる様子が窺えた。また、売れる商品への転向（デザイン・工程の簡素化＝コスト削減）は、京友禅職人の技
術を生かす・伝承するということから遠ざかる結果となっており、ジレンマを感じている様子も窺えた。

齊藤　孝一 ブロック名

●今後の進むべき方向性を見い出す助けになったものと思われる。資金面に課題はあるが、京都府担当者
の同席も得られたため、京都府との問題意識の共有も図ることができたと考えている。

【１７】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

そめてん有限責任事業組合
（京都府京都市）

相談分類 相談主体産業・エネルギー

近畿圏

　京都の伝統工芸「京友禅」の生産量が落ち込み、存続が危ぶまれる中、新たな京友禅業界の仕事起こしを
目指して、京友禅職人、悉皆事業者及びデザイナーで構成する「そめてん有限責任事業組合」が設立された。
同組合においてハンドバッグやペンケースを開発したが、その販路開拓が課題となっている。

相
談
へ
の
対
応
内
容

●平成２３年２月１６日（水）１４：００～１６：００
京都府中小企業会館（京都市右京区）において、そめてん有限責任事業組合の定例会に齊藤伝道師を派遣
し、下記の助言を行った。
・齊藤伝道師から、アロハシャツやスカートなどの大物商品と、指輪、帽子、シュシュなどの小物商品を開発す
ること、路面店ではなく可動式店舗（鉾店）による販売などを提案された。
・齊藤伝道師からの提案後、意見交換を行った結果、齊藤伝道師の上記提案とそめてんの考え方で共通する
部分もあったが、そめてんとして誰をターゲットにどこで事業展開していくのかという基本的な方向性が決まっ
ておらず、今後の方向性を明確にしていく必要があることを確認した。
・当方からも、経済産業省の補助制度（伝統的工芸品産業支援補助金・伝統的工芸品振興補助金）があるこ
とを紹介した。



●平成22年10月15日
地域活性化応援会（岡山会場）の個別相談会

渡邊伝道師から実践に基づき、以下のような具体的な工夫やアイデアを助言
【旅行業の取得について】
・数千円の着地型プログラムの手数料では採算が合わないため、自ら旅行業を取得することは得策ではな
い。
・現在、観光客ではなく近郊（岡山・倉敷）の参加者が多く、事業目的を、観光誘客とするか、地域向けとする
か整理することが必要。
【継続的な事業運営について】
・着地型プログラムについて、日時指定のイベントではなく、予約次第でシーズン通して対応可能と明記するこ
とにより旅行商品化するとよい。
・人気ガイド（地元の達人）の確保・調整の仕方、各プログラムから会員費として一定割合を安定的に徴収する
ことを提案。

●平成22年12月3日
事務局職員がＮＰＯ法人吉備野工房ちみちを現地訪問し、個別相談会のフォローアップを実施。

観光・交通

●NPO法人として、さまざまな地域での着地型観光のパッケージづくりの支援を中心に行いたいと考えてお
り、総社地域は手を放しても大丈夫と言えるような人材育成が必要。
（なお、現在、視察研修としてさまざまな地域から「みちくさ小道体験研修会」を受け入れており、研修事業とし
て、マニュアルを作成する方向性。）
●また、総社には地域資源があることに地元が気づいていないことが多いので、（観光客やメディア等の）外
からの刺激を受けて、地元が地域を見直しするきっかけづくりも必要。

渡邊　法子 ブロック名 中国圏ブロック

今
後
の
方
針

　渡邊伝道師の助言を踏まえ、事業の方向性も明確になったことから、今後は着地型プログラムの旅行商品
化を進め、継続的な事業運営に向けて、進捗状況のフォローを行っていく。

相
談
内
容

　地方の元気再生事業から取り組んでいる体験交流プログラム「みちくさ小道」の実践において、着地型観光
の推進に向けた旅行業の取得について、また、ＮＰＯ法人として継続的な事業運営に向けた資金調達につい
て、渡邊伝道師の経験を踏まえた助言を期待。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/276.pdf

【１８】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●渡邊伝道師の助言により、地元だけでなく観光用にもプログラムを組む方向性が明確になった。
●岡山、倉敷で宿泊する観光客も呼び込めるように、現在行っている「みちくさ小道」について、日時指定のイ
ベントではなく、予約次第でシーズン通して対応可能と明記できるような継続的に行えるプログラムがあるかヒ
アリングを開始し、収益化に向けた価格帯などの調整を行い、３月から順次実施できるように準備を行ってい
る。

ＮＰＯ法人 吉備野工房ちみち
（岡山県総社市案件）

相談分類 相談主体



伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/074.pdf

【１９】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●本取組みの主体となっている「福山食ブランド創出市民会議」の会合に伝道師を派遣。ブランディングの基
本的な考え方、ポイントについて、関係者に助言を行った （同会議においては平成22年10月の助言を踏まえ
研究された、基本レシピの研究成果の発表も行われた）。
●ワーキンググループにおいて、実際にキャッチコピーを考える作業を実施し、伝道師から講評を行った。当
作業を通し、「うずみ」の魅力、伝えたいこと等の再確認、今後のプロモーションの方向性について、関係者の
意思の統一（の再確認）、同じ方向にむかっていくための、一助となった。
●地元マスコミ（ＲＣＣ中国放送）の取材が入り、テレビ番組（「ｅタウン」）で、ワークショップの模様が放送され、
マスコミをうまく利用する広報戦略の実践となった。

広島県福山市相談分類 相談主体

今
後
の
方
針

　今後の進捗状況によって、ポイントごとに伝道師を派遣する等を行っていく。
　本取組みは、都市ブランド化事業という大きな枠組みの中の一つとして実施されており、今後、他の取組み
と有機的に関係、発展していくことが見込まれる。これらについてもコンサル対象となるものがあれば適宜対
応をしていく。

相
談
内
容

　福山市では都市の魅力を創造し、都市自体の魅力を高めていく都市ブランド化事業に取り組んでいる。
　その一つとして、多様な市民の参加のもと「福山食ブランド創出市民会議」を組織し、「福山ならではの食とし
て」地域の伝統食である「うずみ料理」をご当地グルメとして確立、発信するための取組み（食ブランド）を進め
ている。
　食ブランドの取組み自体は終盤に差し掛かっており、今後、食ブランドとして確立し、全国（あるいは世界に）
ＰＲしていくにあたって留意すべきこと等に関する相談。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

課
　
題

●平成22年11月10日
地域活性化応援会（広島会場）において北野伝道師から以下のように助言
・飯の下に具が隠してあるという「うずみ料理」の魅力を伝えるにあたって、写真の撮り方、見せ方に工夫する
余地がある。
・対観光客に向けた場合、これが基本形といえるような、看板メニューを決めていた方が良い。
●平成23年1月24～25日
北野伝道師を福山へ派遣し以下のように助言
・「ブランド」とは消費者に対する約束である。ブランドを確立することは難しいが、壊すことはとても簡単。約束
を如何に守っていくかの方法を考えておくことも必要。
・そのためにも、関係者の意思が統一されていること、皆が同じ方向を向いていることが絶対条件となる。
・ＰＲは外に向けて行う場合と同様（あるいはそれ以上に）、内に向けて行うことが重要。
・関係者間における価値観の共有と同時に、市民の誰に聞いても知っている、答えられる（同じような説明が
できる）　料理となること。この点からも、「This is うずみ」といえる基本料理を決めておく意味がある。
・単なる宣伝は聞いてもらえない時代。万人に向けたＰＲはスルーされる。
・ＰＲの対象（観光客、市民、年齢、性別など）を整理して、何処に伝えたいのかをはっきりさせた上で取り組
む。
・特に外国向けの場合は、ネイティブのチェックは不可欠（単なる翻訳では読んでもらえない。日本人なら、地
域の人なら、当然知っていることを知らない、解らないことがある。）
・「うずみ」ではイメージが湧かない（「うずみ」を知らない人には、言葉だけでは食べ物であるかさえ分からな
い。また、実見するまでは、丼のイメージがあった。）
・（例えば）「うずみごはん」、「うずみめし」とかイメージできる言葉に統一する。
・その上で、季節感や（例えば、「春うずみ」）、食材（海、山）を盛り込んだものを考える。
※言葉のイメージは大事なので、専門家を交え、時間をかけて考える。
・B級グルメのブームでもあり、全国で同様な取組みが行われている。ブーム自体は一過性のものとなるかも
しれず、（瞬発力に魅せられて）安易にのってしまうと埋没してしまうことになりかねない。伝統食として歴史あ
るものであり、長期的にみてＢ級の範疇で勝負していくことが有利かどうかは慎重に検討した方がよい。

その他

●本取組みは、計画性をもって複合的かつ広範な取組み（商品開発、商品にまつわる歴史・縁起の整理＝物
語の構築等々）を着実に実施している。また、市民会議の委員には、多様な市民（料理人、大学教授、主婦
等々）の積極的な参加がみられ、行政がこれをコーディネートしていく体制が確立され、有効に機能している。
●食ブランドの取組み自体は終盤に差し掛かっており、この市民会議自体は役目を終える可能性もあり、今
後、（次のステップとして）食ブランドとして発展させていく取組みを行う際には、現在の（理想的な）協力体制を
維持し、如何に発展させていくかが大きなポイントとなる。

北野　尚人 ブロック名 中国圏ブロック



派遣伝道師

課
　
題

伝道師プロフィール

【２０】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●平成22年度第１７回認定申請に地域再生計画（民間活力（PPP・PFI）活用によるまんのう町活性化計画 ）を
提出。平成２２年１１月３０日に地域再生計画の認定をうける。
●また、PFI事業（BOT）の不動産取得税等について、地域再生計画の提案を通じ、国・地方自治体両サイドに
とって納得性の高い議論を行うことができた。.

香川県まんのう町相談分類 相談主体その他

●地域再生計画については認定をうけたが、実際に利子補給金がうけられるようさらなる手続きが必要とな
る。具体的には利子補給金を行うために、指定金融機関がまだ確定していないこと等があるため、今後の手
続きについて、引き続きアドバイスを行っていく必要がある。

なし（地方連絡室員対応） ブロック名 四国

今
後
の
方
針

　今後ともまんのう町とのコンタクトをとる場を積極的に設けることなどにより、個々の主体が持っている潜在ま
たは顕在している要望、問題点等について、事実関係の整理や代替手段の提示を推進して、解決を図ってい
くこととしたい。

相
談
内
容

　まんのう町PFI事業に関する、事業全般の説明があった。まんのう町では老朽化した中学校校舎の改築に際
し、町立体育館と町立図書館とを合わせて整備する予定であった。そして、地域住民の生涯学習や生涯ス
ポーツの充実を目指し、PFI手法等の民間活力の活用による地域経済の活性化や地域雇用の創出を図ること
としたい。
　また、随時相談において「県が不動産取得税の減免に応じやすい条件整備をしてほしい」との相談があっ
た。

相
談
へ
の
対
応
内
容

●平成22年５月２８日
まんのう町長ほか３名の表敬訪問（対応者：和泉局長、浦田参事官ほか３名）
・上記の通り、表敬訪問に際して、地域再生法に基づく利子補給金制度の紹介をおこなった。また、当該利子
補給金をうける前提条件として、地域再生計画の認定が必要であるが、当該地域再生計画の作成に係る助
言を実施した。
・まんのう町のPFI事業に関して、BOT方式によるPFI事業をおこなう図書館施設等についても、不動産取得税
の減免を受け入れてほしいという先方の申し出をふまえ、地域再生事業の提案という方策を紹介した。また、
当事務局は当該提案様式を作成するにあたり、助言を行った。
・その他、資金調達手法、事業方式における工夫等について、同町とともに引き続き検討を行っていく予定。



派遣伝道師

課
　
題

伝道師プロフィール

【２１】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●中古住宅を住宅に改修する費用については、平成22年度補正予算に計上された地域活性化交付金（きめ
細かな交付金）の実施計画に関連事業費を計上することとし、当該交付金により対応する予定。

徳島県上勝町相談分類 相談主体その他

●町村が過疎債の起債を希望する場合、財務事務所へ持ち込む前に県の同意が必要であるため、県と市町
村の間で意志の疎通を図る必要がある。今回の相談を受けて県庁及び町の担当者等からそれぞれ事情を聞
いたところ、過疎債の対象事業範囲に関する県の解釈が必ずしも町の方と共有できていない点があった。
●代替手段の検討・提示をするのは、地域だけでは困難な面も存在した。

なし（地方連絡室員派遣） ブロック名 四国

今
後
の
方
針

　今後とも市町村と県や民間団体と地方行政等との協議の場を積極的に設けることなどにより、個々の主体
が持っている要望、問題点等について、事実関係の整理や代替手段の提示を推進して、解決を図っていくこと
としたい。

相
談
内
容

　徳島県上勝町は、過疎・高齢化が進む町でありながらも若者が移住したい町の一つとして注目されつつあ
り、人口動態では、一時的に県下第３位の転入者を数えたときもあったが、それを超える自然減が過疎地から
の脱却を不可能としている。そこで、更なる若者を受入れを進めることとしているが、そのためには住宅の確
保が必要である。
　しかしながら、財政力が弱い町には町単独予算（一般財源）を投じての住宅確保は困難な状況である。そこ
で、以下の費目について、過疎債を充当することで財源を確保して実現を図りたいが、それが可能かどうかご
教示願いたい。
①中古住宅、空き家等を住宅に改修する費用について
②不在地主の土地の購入費用
③地域材を８０％以上使用した新築住宅建設に過疎債を１００％充当できないか

相
談
へ
の
対
応
内
容

●平成22年10月28日
徳島県地域活性化相談会（徳島県庁内で実施）
当事務局職員より徳島県上勝町産業課に、以下の助言、紹介を行った。
・過疎法の改正により、対象とできる解釈できる余地があるように思われたため、県の市町村財政担当と相談
するよう助言
・補正予算により創設を検討中の地域活性化交付金を紹介



派遣伝道師

●平成23年2月19日～20日
熊本県球磨地域で相談会を開催。藤田伝道師による助言が次のようになされた。
・まず、木村氏・中野氏から、それぞれが進める構想を発表。その後、藤田伝道師が自分の構想の予定を説明し
た。この過程で、三人の構想は、自然に対する眼差しが共通しており、「三人の構想を連携させつつ進めることが必
要」との結論に達した。
・今後、その具体的連携策について、さらに具体的な行動計画に落とし込んでいく方向が確認された。
・そのイメージとしては、次のようなことが話し合われた。「木の文化による地域づくり」を進めるため、「自然・季節感
に抱かれた暮らし方」をテーマに協力者を募り、九州にたとえば協議会をつくり、情報の共有、構想の情報発信やＰ
Ｒを強力に展開していく。その過程で、九州経済産業局などとも連携していく。

ブロック名

●連携する方向は確認されたものの、その具体策については、改めて議論することとなった。

【２２】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●基本的な方向として、三者が連携することとし、そのための具体的行動計画を、今後詰めることとなった。
●また、この動きを九州全体に広めるため、想いを同じくする人たちを募る方向も確認された。
●この相談会の内容は、当事務局のメールマガジン（2011．3）にも掲載された。
●さらに、このことにも関連し、九州経済産業局長らによる、藤田財団の取組みの視察が4月4日に行われた。

環境緑化を考える会：木村三重子氏
（有）中野造園代表：中野好文氏

(熊本県球磨地域)
相談分類 相談主体その他

課
　
題

藤田　勲

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/202.pdf

九州圏・沖縄県ブロック

今
後
の
方
針

　相談者から要請があれば、藤田伝道師と相談の上、改めて、具体的な連携方策、そのための行動計画づくりを行
う相談会を開催する。

相
談
内
容

　「地方の元気再生事業の新たな展開に取り組む木村氏」と「当事務局が熊本で実施した地方相談会の相談者で
あった中野氏」から、「取組みの輪を広げ、新たな展開をしたいので、その方法について助言が欲しい」との相談が
あった。木村氏が進めようとするのは「花の文化による地域づくり」であり、中野氏の方は「自然緑化による地域づく
り」であった。双方ともに、自然に対する眼差しを底流させており、藤田伝道師が進める「木の文化による地域づく
り」とも共通する点が多い。

相
談
へ
の
対
応
内
容



課
　
題

今
後
の
方
針

その他

●当面、同組織については、ほぼ目どがついた状況である。が、その着実な設立と運営が課題となる。またそ
の効果を広げるには、それを核に、地域の活性化施策や取組みを連鎖的に拡大していく、新たなプログラム
が必要とされる。

後藤　健市 ブロック名 九州圏・沖縄県ブロック

相
談
内
容

　日田地域では、地域経済界、行政、市民等が一体となって新たな地域活性化に取り組むため、 平成21年度
に、東京芸術大学河北秀也教授を学長に迎え「ひた・場所デザイン大学」によるシンポジュームを連続して計6
回開催した。開催に当たっては、同大学の要請に基づき、地元関係者に加え、地域活性化統合事務局が派遣
した地域活性化伝道師がパネラーや講演者を務めた。そのなかで、新たな地域づくり会社として、「地域の総
合商社構想」が提唱された。
　平成22年度に入り、この「構想」の具体化に向け、その手法や支援措置、事例についてアドバイス等が欲し
いとの相談があった。

相
談
へ
の
対
応
内
容

派遣伝道師

　この地域づくり会社としての、地域の総合商社構想は、伝道師の派遣を機に考え出されたものであり、その
実現過程で、相談等があった場合には、適切な伝道師の派遣、地方連絡室での施策のマッチングなどに努め
る。
　また、実現に併せ、当事務局としても、大分県、日田市とも連携しつつ、同構想の他都市への展開について
検討する。

●平成22年4月22日
日田市役所において当事務局の職員が日田市および商工会議所青年部（YEG)並びに青年会議所（JC)等に
対しヒアリング
・地域づくり会社の資金計画や事業計画を検討する過程で、九州農政局の施策との連携したいというニーズ、
地域づくり会社の設立に関するノウハウを得たいというニーズを把握することができた。これを受け、下記の対
応を行なった。
・当事務局より九州農政局に協力依頼を行ない、平成22年6月17日、大分県西部振興局において日田市と九
州農政局の関係者を集め、マッチングを行った。

●平成22年8月31日
日田市役所において同市関係者との意見交換会を開催。
地域づくり会社の設立に関し実績とノウハウを有する後藤伝道師の助言の内容は次の通りであった。
・会社の事業計画の作成の仕方
・会社の組織の在り方
・地域住民の協力体制
・行政との関係
・業務内容

伝道師プロフィール http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki/090707/087.pdf

【２３】地域活性化・総合コンサルティング業務報告書

成
　
果

●地域活性化伝道師の指導や、農政局の助言により新組織（地域の総合商社）設立に対しての理解が深まる
とともに、大分県、日田市、地元関係者の合意形成がなされ、急速に同構想の詳細検討がなされた。県では、
同組織が設立される際には一部資金的支援を予定する。
●この構想をもとに総合特区の提案の検討がなされ、提案につながった。
●この構想について宮崎県新富町が関心を有し、視察と併せ勉強に来られるなど、先進的取組として、同構
想が広がりつつある。

ひた・場所デザイン大学
（事務局：原田啓介氏）

（大分県日田市）
相談分類 相談主体


